
別紙様式４

公益法人の
区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者
数

土地使用料（長期）
森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月1日
石狩森林管理署
（北海道札幌市中央区
南９条西23-1-10）

会計規程第40条第1項第1号
その場所でないと業務目的
が達し得ない等の理由から
供給者が特定されるため。

－ 11,379,800 － － － － － －

土地使用料（長期）
森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月1日
盛岡森林管理署
（岩手県盛岡市北山2-
2-40）

会計規程第40条第1項第1号
その場所でないと業務目的
が達し得ない等の理由から
供給者が特定されるため。

－ 6,932,100 － － － － － －

土地使用料（長期）
森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月1日
山形森林管理署
（山形県寒河江市元町
1-17-2）

会計規程第40条第1項第1号
その場所でないと業務目的
が達し得ない等の理由から
供給者が特定されるため。

－ 2,686,000 － － － － － －

試験研究委託
環境保全オフセット導入のた
めの生態系評価手法の開発

森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月9日
学校法人法政大学
（東京都千代田区富士
見2-17-1）

会計規程第40条第1項第1号
本事業は環境省からの委託
事業であり、再委託先及び
研究課題も承認されている
ため。

－ 8,101,000 － － － － － －

試験研究委託
環境保全オフセット導入のた
めの生態系評価手法の開発

森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月9日

国立研究開発法人国立
環境研究所
（茨城県つくば市小野
川16-2）

会計規程第40条第1項第1号
本事業は環境省からの委託
事業であり、再委託先及び
研究課題も承認されている
ため。

－ 2,551,000 － － － － － －

試験研究委託
環境保全オフセット導入のた
めの生態系評価手法の開発

森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月9日

国立研究開発法人国立
環境研究所
（茨城県つくば市小野
川16-2）

会計規程第40条第1項第1号
本事業は環境省からの委託
事業であり、再委託先及び
研究課題も承認されている
ため。

－ 4,051,000 － － － － － －

試験研究委託
小笠原諸島の自然再生におけ
る絶滅危惧種の域内域外統合
的保全手法の開発

森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月9日

公立大学法人首都大学
東京
（東京都八王子市南大
沢1-1）

会計規程第40条第1項第1号
本事業は環境省からの委託
事業であり、再委託先及び
研究課題も承認されている
ため。

－ 12,100,000 － － － － － －

試験研究委託
小笠原諸島の自然再生におけ
る絶滅危惧種の域内域外統合
的保全手法の開発

森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月9日
国立大学法人東北大学
（宮城県仙台市青葉区
片平2-1-1）

会計規程第40条第1項第1号
本事業は環境省からの委託
事業であり、再委託先及び
研究課題も承認されている
ため。

－ 6,264,000 － － － － － －

試験研究委託
小笠原諸島の自然再生におけ
る絶滅危惧種の域内域外統合
的保全手法の開発

森林総合研究所
理事長　沢田治雄
（茨城県つくば市松の里1）

平成27年4月9日

特定非営利活動法人小
笠原自然文化研究所
（東京都小笠原村父島
字宮之浜道）

会計規程第40条第1項第1号
本事業は環境省からの委託
事業であり、再委託先及び
研究課題も承認されている
ため。

－ 7,143,000 － － － － － －

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公益法人の場合

備考

随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称

及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした
業務方法書又は会計規定等

の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数


